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男女間賃金格差および生活関連手当支給基準の是正
男女間における賃金格差は、勤続年数や管理職比率の差異が主要因であり、固定的性別

役割分担意識等による仕事の配置や配分、教育・人材育成における男女の偏りなど人事・賃
金制度および運用の結果がそのような問題をもたらしている。
女性活躍推進法の省令改正により、301人以上の企業に対して「男女の賃金の差異」の把

握と公表が義務づけられており、指針では「男女の賃金の差異」の把握の重要性が明記され
ている。これらを踏まえ、企業規模にかかわらず男女別の賃金実態の把握と分析を行うとと
もに、問題点の改善と格差是正に向けた取り組みを進める。

１）賃金データにもとづいて男女別・年齢ごとの賃金分布を把握し、「見える化」（賃金プロット
手法等）をはかるとともに、勤続年数なども含む賃金格差につながる要因を明らかにし、問
題点を改善する。

２）生活関連手当（福利厚生、家族手当等）の支給における住民票上の「世帯主」要件は実質的
な間接差別にあたり、また、女性のみに住民票などの証明書類の提出を求めることは男女
雇用機会均等法で禁止されているため廃止を求める。
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ジェンダー平等・多様性の推進
多様性が尊重される社会の実現に向けて、性別をはじめ年齢、国籍、障がいの有無、就労

形態など、様々な違いを持った人々がお互いを認め合い、やりがいをもって、ともに働き続
けられる職場を実現するため、格差を是正するとともに、あらゆるハラスメント対策や差別
禁止に取り組む。また、ジェンダー・バイアス（無意識を含む性差別的な偏見）や固定的性別役
割分担意識を払拭し、仕事と生活の調和をはかるため、すべての労働者が両立支援制度を
利用できる環境整備に向けて、連合のガイドラインや考え方・方針を活用するなどして取り組
みを進める。

改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法の周知徹底と点検活動
改正女性活躍推進法および男女雇用機会均等法について、連合のガイドラインにもとづき、

周知徹底とあわせて、法違反がないかなどの点検活動を行う。また、労使交渉・協議では、可
能な限り実証的なデータにもとづく根拠を示し、以下の項目について改善を求める。

１）女性の昇進・昇格の遅れ、仕事の配置や配分が男女で異なることなど、男女間格差の実態
について点検を行い、積極的な差別是正措置（ポジティブ・アクション）により改善をはかる。

２）合理的な理由のない転居を伴う転勤がないか点検し、是正をはかる。

３）妊娠・出産などを理由とする不利益取り扱いの有無について検証し、是正をはかる。

４）改正女性活躍推進法にもとづく事業主行動計画策定に労使で取り組む。その際、職場の状
況を十分に把握・分析した上で、必要な目標や取り組み内容を設定する。
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男女間賃金格差

男女間賃金格差の構造

意思決定過程に
女性の関与不足

長時間労働を前提とした働き方、
アンコンシャス・バイアス、ジェンダー・バイアス、固定的性別役割分担意識

生活と仕事の両立困難

非正規雇用を選択任される業務に差

幹部社員などへの
登用の遅れ
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